
ここでl労働基準法第. 14条の立法趣旨は長期の労働契約による人身拘束

の弊害を排除するものであり1本来, 0の効果についての競制であって他の

こつの効果について規制しようとするものではないが,,規定の上ではこれが

明らかとなってblない.

また,使用者が有期労働契約を締結する場合臥同条に抵鹿しない奏約期

間を定める-契約を結びこれを反復更新するケ-スが多vloこれに関して問題

となるelの効果については,東芝柳町工象事件最高裁第-小法廷判決く昭和

49年7月22日1において, -定の場合の雇止めく更新拓否1についてr雇

止めの効力の判断に当たってはlその実質にがんかみ,解零に関する法理を
類推すべき.であるJとの判断が示されており.結果として期間の満了による

労働契約の終了という有期労働契約の効果が制限されているoただし,この
判例浜理につblては,雇止めが制限される場合の予測可能性が非常に低く,

使用者が判例法理の適用を避けるたゆに有期労働.契約を更薪しな.い等の行

動を敢っていろことから1労働者にとって雇相機会が狭まってVlると同時に

使用者にとっても人材が肴効に活用できず間窟であるとの意見があったo

く21見直しの考えカ

上記く1Jを踏まえl労働基準法第14条の規定はl労働者の退職の制限く0

の効呆Jに対する規制であ畠土とを.明確たすることが考えられ盲.

次に,上記t3Jの効果につVては1労働基準法で罰則をもって担保するまで

の規定を設ける必要はないと考えられるBただし判堺法理で一定の場合に
雇止めが勧限されており,その41J断に当たっては契約の締結.更新の.際の手

続が考慮されている場合が多いこ.とにかんがみ,予測可能性の向上を図るた
めにも1 -雇止めの効果については下記2く21で述べる有期労働契約の手続と

併せて検討することが適当であるo

上記C21の効具については,労働者より.有利な地位にある使用者が自らの解

約権を制限する-契約を結ぶことを規卿する必琴はないと考えるoなお,契約
期間中の解雇については下記3く3Jにおいて検討するo

いずれにしてもl上記については,労働者の退職の制限の実態や雇止めの

実態など有期労働契約に関する実態を調査しl繭査結果も踏まえた検討が必

要であるo

有期労働契約に-3Vlては-そもそも正当な理由がなければ締結できないこ

ととすべきであるとの指摘があるo しかしながら,有顛労働契射は労使双方

の多様なニ-ズに応じて様々な態様で活用されているものであり,その機能

を制限することは適当ではない.またl業務の繁開に応じて雇止めにより雇

用を調整することがl有期労働契約を利用する正当な理由といえるかどうか

67


